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2020年２月 26日 

 

各  位 

本社所在地 東京都渋谷区代々木３－２５－３ 

                      会 社 名 レ  カ  ム  株  式  会  社 

                      代 表 者 名 代表取締役社長  伊  藤  秀  博 

                       （コード番号：3323 東証 ＪＡＳＤＡＱ Ｓ） 

                      問 合 せ 先 取締役執行役員ＣＦＯ 

兼経営管理本部長  砥 綿  正 博 

                                                     （ＴＥＬ:０３－４４０５－４５６６） 

                                                     （ＵＲＬ: http://www.recomm.co.jp） 

 

 

連結子会社間の吸収合併ならびに社名変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるレカムジャパンイースト株式会社

（以下、「ＲＪイースト社」といいます。）と、同じくレカムジャパンウエスト株式会社（以下、「Ｒ

Ｊウエスト社」といいます。）が合併することについて決議いたしましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。なお、本件合併の効力発生日は 2020年４月１日を予定しております。 

また、効力発生日をもって、ＲＪイースト社をレカムジャパン株式会社に社名変更することについ

ても決議いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、本合併は 100％子会社間における吸収合併であるため、開示事項・内容の一部を省略して開示

しております。 

 

記 

 

１．本件合併の目的 

 ＲＪイースト社とＲＪウエスト社は、2019 年６月１日に旧レカムジャパン株式会社と旧株式会

社Ｒ・Ｓとの吸収分割により、当社グループの情報通信機器販売会社を、東日本エリアを管轄する

ＲＪイースト社と西日本エリアを管轄するＲＪウエスト社に組織再編したものでありますが、想定

していたレベルのシナジー効果が得られず、２社に分割していることから生じる管理コストも無視

できないこと、また、代表者も同一であることなどを総合的に鑑み、一社に統合する方が事業およ

び業務の効率化が図れると判断したため、今回の吸収合併を実施することといたしました。 

 

２．本件合併の要旨 

（１） 本件合併の日程 

合併契約締結日 ：2020年２月 26日 

ＲＪイースト社およびＲＪウエスト社合併承認株主総会：2020年３月 23日（予定） 

効力発生日 ：2020年４月１日（予定） 

http://www.recomm.co.jp/


 
 

2 

 

 

 

（２） 本件合併の方式 

ＲＪイースト社を存続会社とする吸収合併方式で、ＲＪウエスト社は解散いたします。 

 

（３） 合併に係る割当ての内容 

    本合併による株式その他の金銭等の交付はありません。 

 

（４） 合併に伴う消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当事項はありません。 

 

３．合併当事者の概要 

 存続会社 消滅会社 

① 商号 レカムジャパン株式会社（レカムジャ

パンイースト株式会社より社名変更） 
レカムジャパンウエスト株式会社 

② 所在地 東京都渋谷区代々木 3丁目 25番 3号 大阪市北区中之島二丁目２番２号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 甲藤 将幸 代表取締役社長 甲藤 将幸 

④ 事業内容 情報通信機器販売事業 情報通信機器販売事業 

⑤ 資本金 100百万円 30百万円 

⑥ 設立年月日 2017年２月１日 2006年３月２日 

⑦ 発行済株式数 2,000株 200株 

⑧ 決算期 ９月 30日 ９月 30日 

⑨ 大株主及び持株比率 レカム株式会社 100％ レカム株式会社 100％ 

⑩ 直前事業年度の財政状態および経営成績 

決 算 期 2019年９月期 2019年９月期 

 純 資 産 331百万円 152百万円 

 総 資 産 1,319百万円 1,033百万円 

1株あたり純資産 165,858円 66銭 764,554円 33銭 

 売 上 高 2.998百万円 1,467百万円 

 営 業 利 益 121百万円 △63百万円 

 経 常 利 益 125百万円 65百万円 

 当 期 純 利 益 98百万円 51百万円 

 1株あたり当期純利益 49,231円 84銭 259,023円 22銭 

 

４．今後の見通し 

本件合併は当社の完全子会社間での吸収合併であるため、当社の 2020年９月期の連結業績に与

える影響は軽微であります。 

 

 

以上 


